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特定非営利活動法人 

食品保健科学情報交流協議会 

 

第 15 回通常総会議案書 

     （当日ご持参ください） 

 

 

 

 

 

 

日 時 

平成 29 年 6 月 6 日(火) 13 時 00 分～13 時 45 分 

場 所 

   東京都江東区森下文化センター 

    東京都江東区森下 3-12-17    
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特定非営利活動法人 食品保健科学情報交流協議会 

第 15 回 通 常 総 会 （平成 29 年度） 

議 事 次 第(案) 

１． 開会挨拶（13 時 00 分） 

２． 理事長挨拶 

３． 議長選出 

４． 議事録署名人選出 

５． 議案審議 

第１号議案 平成 28 年度事業報告（案）及び平成 28 年度決算報告（案） 

      平成 28 年度活動・業務監査報告 

第２号議案 平成 29 年度事業計画（案）及び平成 29 年度予算（案） 

第３号議案 役員改選について 

第４号議案 その他 

６． 報告事項 

 なし 

７． 閉会挨拶（13 時 45 分）                  

 以上 
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第 1 号議案  

平成 28 年度事業報告案 

 

はじめに 

特定非営利活動法人食品保健科学情報交流協議会（略称：NPO 法人食科協）

は、平成 25 年度に 10 周年に発信したコミットメントを活動の基本方針として

展開することとし、これに基づき活動している。 

平成 23 年 3 月に発生した東日本大地震と福島原発事故については、平成 28

年度においても、影響と課題が残されている。原発に対する不信は払拭されず、

事故・事件の終点が見えないとして、食への影響を懸念する声が続いている。 

平成25年6月に制定され食品表示法については、26年度末に食品表示基準が告

示され、各業界団体、事業者、地方自治体においては、新食品表示法に関する

消費者への情報提供をするとともに、まだ、方針が確定されていない原料原産

地表示や固有記号表示などの情報を収集しているところである。また、飲食店

等における栄養表示・アレルギー表示等についても事業者にとっては大きな課

題となっている。当協議会においても表示基準に係る情報の収集をするととも

に、ナビ検定クイズなどによる情報提供を検討しているところである。 

平成26年5月に「食品事業者が実施すべき管理運営基準に関する指針(ガイド

ライン)」が厚生労働省から通知され、各自治体において関連する条例・規則等

の改正を行い、ＨＡＣＣＰ導入推進のための食品衛生監視員の教育や事業者へ

の働きかけをしたところである。12月末には、厚生労働省が設置した「食品衛

生管理の国際基準化に関する検討会」において最終とりまとめが公表された。 

ＨＡＣＣＰによる食品衛生管理は、我が国から輸出する食品も要件とされるな

ど、今や国際標準となっているとして、「ＨＡＣＣＰによる衛生管理を制度化」

をすることとなった。関連する講演会を実施するとともに、各自治体の導入推

進のための支援を実施しているところである。また、日本発のＨＡＣＣＰシス

テムを検討している民間グループが活動を進めているところである。これらの

動向に注目し情報の収集を行ってきたところである。 

食中毒については、「きゅうりのゆかり和え」による腸管出血性大腸菌中毒、 

刻みのりによるノロウイルス中毒などこれまでにないケースが報告されている。 

学校給食や社会福祉施設等においてノロウイルス及び腸管出血性大腸菌による

食中毒で、死者が発生するなどし、厚生労働省においてその対策を強く呼びか

けているところである。ノロウイルスについては型の変化が報告されているの

でそれに対応することも重要である。 

 また、学校給食等における異物混入事例及びアレルギー発生事例が多く報道

されている。 

意図的な食品への農薬の混入事件等への食品事業者等による具体的な対策導

入が進められた。一方で、廃棄物とされた食品が流通し、消費された事件が発

生し、消費者の安全に対する不安を引き起こしたところである。この問題は、
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食品の廃棄に対する責任等の明確なルールを再確認する必要があるだけではな

く、安易な廃棄行動である消費可能な食品の無原則的な廃棄を禁止するなどに

ついてもルールを定めるべきであるとする意見が多く見られた。自主回収のあ

り方と合わせて検討課題として、議論を重ねることとしている。 

国際的課題については、従来輸入食品への対応が中心であったが、輸出食品

への取り組みが重要であるとして、国内食品事業者のHACCPへの取り組みや米国

食品安全強化法（ＦＳＭＡ）への対応などに表れている。特にＦＳＭＡについ

ては9月から施行され実際に国内事業者に対する査察が行われている。 

このような中で、ＨＡＣＣＰへの関心からＩＳＯ22000，ＦＳSＣ22000，ＧＦ

ＳＩなどへの関心が強まり、これに関する講演会では参加者から、さらなる開

催の要望があり、継続して講演会等を実施することとしている。 

ＴＰＰ(環太平洋戦略的経済協定)の問題については、米国の方針の変更があっ

たのでその推移を見ながら検証することとしている。 

上記のような社会情勢・行政機関の動向を踏まえ、食品の安全確保を脅かし

かねない実情に対応するため、食科協は食の安全リスクコミュニケーションの

推進及び食の安全の施策への調査・提言を柱とした情報提供・技術指導事業、

学術交流会事業、調査研究事業、組織の強化などの諸事業の積極的な実施に努

めるとともに、内外の関係機関団体等との連携の輪を拡げることとしている。 

 

Ⅰ NPO 法人食科協の運営等 

１ 第 14 回通常総会の開催 

5 月 30 日(月)午後１時から（一財）日本科学技術連盟東高円寺ビル講堂

で、過半数（10１名中委任状を含む６４名）の正会員が出席し開催された。 

会議は、関澤純理事長の挨拶に続き、議長に関澤純氏が選出され、前も

って配布されていた議案書の第１号議案平成 27 年度事業報告（案）及び平

成 27 年度決算報告（案）について、第２号議案 平成 28 年度事業計画（案）

及び平成 28 年度予算（案）について、第３号議案 定款の一部改正につい

て第４号議案 役員改選について及び第 5 号議案 その他について、順次

慎重に審議された。 

その結果、第 1 号議案及び第 2 号議案はいずれも原案通り承認された。 

第 3 号議案ではこれまで明確にされていなかった運営委員に関する規定を

定める定款の一部改正が承認された。第 4 号議案で任期満了により改選され

関澤理事長ほかの理事就任が承認された。第５号議案その他では、追加議案

は提案されなかった。 

報告事項として、緊急提言「地震発生時における食品の安全確保に関して」

について説明がされた。 

 

２ 理事会の開催 

（1） 平成 28 年度第１回理事会は、5 月 30 日(月)11 時から 12 時まで（一

財）日本科学技術連盟本部東高円寺ビル会議室において理事 1３名中 13 名
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(委任状提出の２名を含む)が出席して開催された。 

   関澤理事長が議長となって、同日午後開催の第 14 回通常総会の議題及び

運営、役職役員の選任、総会後開催の平成 28 年度会員研修講演会の運営等

について協議し、了承された。 

 （2）第２回理事会は、10 月 24 日（月）12 時から 12 時 45 分まで全麺連会館

4 階会議室において理事 13 名中１２名(委任状提出の３名を含む)が出席し

開催された。 

会議では、平成28年度前期事業活動の実施状況、平28年度前期予算の収

支状況及び同日午後開催の第15回食品保健科学情報協議会公開講演会の運

営等、平成28年度後期の食科協事務の運営などについて協議し、了承され

た。 

 

 ３ 常任理事会等の開催 

   常任理事会は、毎月１回を目途に開催され、NPO 法人食科協の運営、事業

活動計画の実施、予算の執行等につき協議が行われた。今年度は常任理事

会を 12 回開催した。必要に応じて運営委員会と合同会議を開催した。 

また、運営委員については、定款に位置付け、メンバーの増員を図るとと

もに、運営委員会は、常任理事及び運営委員による合同会議を実施した。 

    

４ 会員の入退会 

   平成 29 年 3 月 31 日現在 

正会員数  96 名      (前年 101 名) 

         賛助会員数  16 社、    (前年 14 社) 

         特別会員     １社 

Ⅱ 事業報告 

 １ 概要 

平成 25 年度の食科協創立 10 周年を機会に発信したコミットメントに基

づく活動を開始したところである。 

平成 27 年度には、25 年に制定された食品表示法に基づく食品表示基準

の策定・告示され、原料原産地表示等の詳細に関する検討がされている。 

また、26 年度の「食品等事業者が実施すべき管理運営基準に関する指針

（ガイドライン）」の改正後、12 月末には、厚生労働省が設置した「食品

衛生管理の国際基準化に関する検討会」において最終とりまとめが公表さ

れた。 

これらのように、食品の安全を取り巻く状況に大きな変化があり、対応す

る方針を検討するための情報収集及び発信をしたところである。 

また、食を取り巻く国際環境においても、米国におけるＦＳＭＡが 9 月

に施行され、日本の食品の輸出入に大きな影響をもたらす変化があり、こ

れに対応する情報収集や講演会等を行ってきたところである。 
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 ２ 学術交流会事業 

（1） 食科協会員研修会の開催（公開講演会として実施） 

6 月３日の第 13 回通常総会終了後、例年会員研修会を実施していたが今

年は、食品関係事業者、行政関係者に影響があるガイドラインの改正に関

わるものであるため公開講演会として実施した。 

 テーマ ： 食品安全行政の最近の動向について 

開催日時 平成28年5月30日（月）      14：00～16：50 

開催場所 (一財)日本科学技術連盟本部東高円寺ビル 2 階講堂 

東京都杉並区高円寺南 1－2－1  

研修会の内容 

    開会挨拶 NPO 法人食科協 理事長 関澤 純         

講演会   座長 NPO 法人食科協       森田邦雄常任理事 

基調講演 ＨＡＣＣＰの導入及び食品安全に関する動向について   

講師 厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部 

監視安全課 課長 道野英司氏 

講 演  食品表示基準の最近の状況について           

     講師 消費者庁食品表示課食品表示調査官      田中 誠 

パネルデスカッション               

           座長 NPO 法人食科協       森田邦雄常任理事 

パネリスト ご講演者 ２名 

（1） 公開講演会の開催（共催（一財）日本科学技術連盟様） 

講演会テーマが米国食品安全強化法（ＦＳＭＡ）と共通であり、これ

までの連携関係から、共催とした。 

テーマ ： ＦＤＡが示したＨＡＲＰＣの考え方とＦＳＭＡの詳細 

開催場所及び日時 

① 東京会場   平成 28 年 10 月 24 日（月）10 時から 

   江東区森下文化センター  

② 福岡会場   平成 28 年 11 月 21 日（月）10 時から 

    天神クリスタルビル Ａホール 

演題及び講師名 

    座 長 ： 

① 東京会場  ＮＰＯ法人食科協常任理事       森田邦雄氏 

②  福岡会場  日科技連ＩＳＯ審査登録センター顧問  渡邊清孝氏 

   基調講演 

   「FDA（米国食品医薬品局）側の最新情報と、Hazard Analysis and 

Risk-Based Preventive Control"（HARPC、ハープシー）の考え方」 

                山口大学共同獣医学部教授  豊福肇氏 
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   講演 Ⅰ 

   「米国食品安全強化法の詳細解説と、求められる事業者側の対応」 

                寺原事務所         寺原正紘氏 

   講演 Ⅱ 

   「米国食品安全強化法と FSSC22000 との関係性について」 

          東京会場 日科技連 ISO 審査登録センター 白戸聡氏 

          福岡会場      同上         渡邊清孝氏 

   意見交換会   

３名の講演者と座長による 

    

３ 情報提供、技術指導関係事業 

（1）食品の安全に関する講演会（ご後援（一財）日本科学技術連盟様） 

 テーマ ： 食品衛生管理の国際標準化を考える 

開催日時 平成 29 年 2 月 28 日（火）13：20～ 

開催場所 （一財）日本科学技術連盟 東高円寺ビル 地下 1 階講堂 

                     東京都杉並区高円寺南 1－2－1 

 

講演会     座長 NPO 法人食科協        森田邦雄常任理事 

基調講演 ＨＡＣＣＰによる衛生管理の制度化について 

講 師 厚生労働省生活医薬・生活衛生局衛生・食品安全部 

  監視安全課    道野英司課長 

講演 1  ＨＡＣＣＰに関わる国際規格等の民間承認の動向 

              （ISO22000・FSSC22000 等の動向を中心に） 

講 師  （一財）日本科学技術連盟 ISO 審査登録センター 

                           渡邊清孝技術顧問 

講演 2   ナビ検定クイズによるＨＡＣＣＰの普及について 

講 師  ＮＰＯ法人食科協          関澤純 理事長 

パネルデスカッション               

座 長 NPO 法人食品保健科学情報交流協議会  森田邦雄常任理事 

パネリスト ご講演者 ３名 

 

(2) 意見の表明と食科協ニュースレター、ホームページ等の充実 

 ニュースレターについては、第 153 号（4 月号）から第 164 号（3 月号）

まで、各分野の専門家の巻頭言、及び食科協の活動状況、行政情報、消費

者情報、企業情報、学術・海外行政情報等に関する主な最新ニュースを掲

載した。また、今年度から会員の声コーナーを設け会員からの提案、情報

の提供を掲載した。 

 平成 27 年 1 月から開設した会員向け情報サービス「食科協かわら版」は

3 月 31 日現在第 94 号を発信し、食の安全・安心に関する会議等の情報の

提供を行っている。 
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 なお、食品の安全に関する諸問題に対する意見表明等については、 

関沢理事長が豊洲市場関連で朝日新聞「私の視点」欄で意見表明した。 

 「地震発生時における食品の安全確保に関して」緊急提言を作成、自治体他 

の関連部署にお知らせし食科協 HP に掲載した。 

 

(3) 部会の活動 

リスクコミュニケーション部会及び食の安全施策調査部会は、これまで

それぞれの立場で活動をしていたところであるが、28 年度は「食の安全ナ

ビ検定クイズ」の見直しをすることになり合同で事業を展開し、当面する

課題について勉強会を開催したところである。関連して食の安全講演会に

おいて理事長からの講演を行った。 

    

食の安全ナビ検定クイズ見直しのスケジュールと呼びかけ対象など 

①  検討期間 見直し 平成２８年９月～平成３０年３月 

   会 場 ：全麺連会館 4 階会議室 （各回ともに） 

②  参加の呼びかけをする対象 

・前回参加した会員及び企業関係者（（株）紀文食品ほか） 

・運営委員及び賛助会員選出委員 

・食品衛生監視員及び食品事業者(教育及び広報担当者) 

③ 実施した検討会の勉強会 

    第 1 回 ：9 月 27 日  

「食の安全ナビ検定クイズの解説と見直しの進め方」について 

  第 2 回 ：10 月 14 日（金）  

新食品表示についての勉強会 

       講師 東京都健康安全研究センター  内田忍氏 

    第 3 回 ：11 月 15 日（火） 

HACCP についての勉強会 

       講師（株）東京サラヤ HACCP 事業推進室室長  家柳典行氏 

  第 4 回 ：平成 29 年 1 月 18 日（水） 

食品添加物について  

講師 ＮＰＯ法人食科協 常任理事 佐仲登氏 

  第 5 回 ：平成 29 年 2 月 14 日（火） 

アレルギー物質とアレルギー症について  

      （株）森永生科学研究所 営業部学術担当 東畑有希氏 

 ④ 今年度の取組 

  第 6 回 ：平成 29 年 4 月 15 日（土） 江東区東大島文化センター 

      HACCP をテーマの勉強会 
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  今 後 ：継続して毎月 1 回の検討会を行う。 

参加者の意見に基づきテーマの設定をする。   

       見直し内容についての具体的検討をする。 

 

(4) 講師派遣・出版等    

   関澤 純    

   平成 28 年 6 月   立教大学 21 世紀社会デザイン研究科で『危機管理と知 

         る権利についてー食品リスクと放射線リスクの違いと共通点』

を特別講義 

           7 月 日本リスク研究学会誌 26 巻 1 号に総説論文「システマ 

ティック・レビューのあり方からレギュラトリーサイエンス

の意味を考える」を掲載 

              7 月  東京理科大学リスク分析・安全性評価特論で「食品経由 

の健康リスクとリスクマネジメント―安全と安心の違いを考

える」を講義 

              7 月  「徳島県食の安全・安心審議会」に審議会長として出席 

              10 月  「食の安全と安心通信」23 号（NPO 法人食の安全と安心 

を科学する会:SFSS 発行）に「危機管理と知る権利についてー

食品リスクと放射線リスクの違いと共通点」を寄稿 

              11 月  全国消団連が衆議院第一議員会館で主催の「加工食品の 

原料原産地表示に関する院内集会」で有識者の一人として話

題提供 

       12 月  緊急パネル討論会「豊洲市場移転に関わる食のリスクコ 

ミュニケーション」を食の安全と安心を科学する会（SFSS）

と共催「豊洲市場移転に関わる食の安全と健康影響について」

講演。講演内容が SFSS のサイト「豊洲市場移転のカギは食の

安全に関わる都民へのリスコミだ」に掲載された。 

 平成 29 年 1 月  朝日新聞の「私の視点」欄に投稿した「築地市場、移 

転の是非、衛生管理を考え豊洲が適当」が掲載された。 

             3 月「 都卸売市場移転に関わる食の安全と安心問題について」

朝日新聞の取材を受け解説した内容が朝刊に掲載された。 

               3 月 「徳島県食の安全・安心審議会」に審議会長として出席 

北村 忠夫・小林幹子 

平成 28 年 5 月 千葉県ＨＡＣＣＰチャレンジセミナー＆相談会「ＨＡＣ

ＣＰを普及推進する会」へ食科協として参加(毎月開催)  

北村忠夫 

平成 28 年 5 月 第 32 回グリーンプロダクツ研究会で「ＨＡＣＣＰはそ 

んなに難しいか…中小企業における導入事例から」を講演 
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     小暮 実  

平成 28 年 12 月  緊急パネル討論会「豊洲市場移転に関わる食のリスク 

コミュニケーション」で「卸売市場の食品衛生環境のあるべ

き姿」について講演し、内容は「食の安全と安心を科学する

会（SFSS）」のサイトに掲載。                  

小林幹子 

平成 28 年４月 「地震発生時における食品の安全確保に関して」緊急提

言を作成、自治体他の関連部署にお知らせし食科協 HP に掲載  

 

３ 調査研究事業 

平成 22 年度厚生労働科学研究「対象別の適切な食品安全情報の教材と食

品安全ナビゲーター養成プログラムの開発に関する研究」研究代表者  関

澤 純（現食科協理事長）に研究協力をした。28 年度は食科協独自事業と

して継続し、これまでの作品の見直しのための「食の安全ナビ検定クイズ

検討会」を発足し検討を開始した。 

 

４ 交流事業       

（1） 講演会・勉強会等において、（一財）日本科学技術連盟様には、平成

26 年度以後、双方に共通するテーマ等について講演会の開催について協

力している。今年度は「食品安全に関する海外情報」・「食品衛生管理の

国際標準化」などの講演会について共催又は御後援をいただいた。 

（2） 国立台湾大学食品安全教育・研究センターと「食の安全ナビ検定クイ

ズ」の活用について継続的に連携し、理事長が会議等の際に出席した。 

（3） 12 月に、緊急パネル討論会「豊洲市場移転に関わる食のリスクコミュ 

ニケーション」を食の安全と安心を科学する会（SFSS）と共催した。 

連携を継続することとして協議している。 

以上 
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※貸借対照表及び監査報告書の欠落 

 

 議事録によれば、 

第１号議案 平成 28 年度事業報告（案）及び平成 28 年度決算報告（案）

については、監査報告とともに慎重に審議された結果、原案

通り議決された。 

と記録されていた。 

【2021.03.20 日比野；新 HP へアップするために本資料作成】 
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第２号議案 

平成 29 年度事業計画案 

基本方針 

特定非営利活動法人食品保健科学情報交流協議会(略称：ＮＰＯ法人食科協)

は平成 25 年度に 10 周年を迎え、今後のあり方を明確にするコミットメントを

発信し、この内容に沿い活動を展開することとした。今年度においてもこれを

基本として活動を継続することとしている。 

東日本大震災・大津波及びこれに伴う福島第１原発事故から6年を経過して、 

食品中の放射能の検査結果では、数値が大幅に低減しているとの報道もあるが、

まだ解決されない問題が山積おり、情報の収集・発信を行うこととしている。 

食品表示法に基づく食品表示基準が平成26年度末に告示され平成27年度当初

から施行となった。猶予期間が先のことや未だ確定されていない原料原産地表

示などの項目があり、製造、流通関係事業者の取組が進んでいないとされてい

る。また、機能性表示食品の中には根拠が不明な場合もあり、食品安全委員会

は市民にいわゆる健康食品摂取への注意を公表している。具体的な表示につい

て個別規定の情報を収集するとともに、情報の提供や勉強会を継続的に開催し、

必要に応じ相談等に対応することとしている。 

HACCPシステム普及については、12月には、国が設置した「食品衛生管理の国

際基準に関する検討会」が最終とりまとめを公表し、「HACCPによる衛生管理を

制度化」することとされた。食科協としても、HACCPシステムが食品の安全管理

において有効であるところから、食品事業者のHACCP導入支援の勉強会等で地方

自治体等への協力を継続することとしている 

これら、新表示基準及びHACCP導入については、新たな課題として、「食品安

全ナビ検定クイズ」の作成等についても検討をしているところである。 

食中毒については、ノロウイルス及び腸管出血性大腸菌による社会福祉施設

における死亡者を出す事件が発生している。ノロウイルスについては、これま

で原因食品として考えられなかったパンやノリを原因とするものがあり、腸管

出血性大腸菌にあっては、これまで注意を喚起されていたきゅうりの生食を原

因とするものであった。近年続いている異常気象の農作物やその食品安全への

影響に注目し情報を取集し、提供をすることとしている。 

国内の食品製造業において、これまでは机上の議論であったフードディフェ

ンスについて身近なものとして注目され、各企業において導入を具体的にされ

ているところである。また、異物混入事例をウエッブサイトに投稿し、その予
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想される危害を超えたセンセーショナルな取り上げ方をされることがあった。 

そのような中で、食品メーカーが廃棄物として処理された食品が小売店に流通

していたことが発覚し、さらに拡大したことにより消費者の不安は大きなもの

となったところである。このことは、廃棄物を食用としたことへの非難と共に、

食品事業者による安易な廃棄や回収が行われていることへの警鐘でもあるとの

考え方もあり、食用可能な食品等の廃棄・回収について意見を集約する勉強会

の開催を検討している。また、東京都築地中央卸売市場の豊洲移転について、

食の安全と安心との関連で議論があり、リスクコミュニケーションの面から都

民と関係者に向けて適切な情報提供が求められる。 

食品の国際流通については、輸出食品への国の対応が強化されるなど大きな

変化が見られる。ＴＰＰの問題は、米国の都合で当面はないものと考えます。 

規制緩和や食品のグローバル流通に伴う規制や試験法の国際的調和などの課題

が発生すると想定されているところです。 

また、米国食品安全強化法（ＦＳＭＡ）に基づく各規定が公表されたことか

ら昨年度末に講演会を実施したところである。さらに、今後輸出入食品の安全

対策に対する食品事業者の対応に変化が求められることが予測されるので、こ

れに係る情報の収集と講演会等の開催を状況により実施する。   

上記のような社会情勢・行政機関の動向を踏まえ、食品の安全確保を脅かし

かねない実情に対応するため、食科協は食の安全リスクコミュニケーションの

推進及び食の安全の施策への調査・提言を柱とした情報提供・技術指導事業、

学術交流会事業、調査研究事業、組織の強化などの諸事業の積極的な実施に努

めるとともに、内外の関係機関団体等との連携の輪を拡げることとしている。 

 

Ⅰ．食科協における課題 

１、 会員の増加 

食品の安全に関る多くの問題が山積みのまま推移し、食科協としても取り

組むべき課題への対応のために当協議会の活性化は急務である。このために

広報活動を充実し、会員等との勉強・研修の場を広げることにより会員の増

加等をすることが重要課題である。このため「食の安全ナビ検定クイズ検討

会」を開催し会員以外からの参加も求め活動への理解を広めることとしてい

る。 

また、常任理事・運営委員合同会議で効果的な事業等の方法について検討

をしているところである。 

 

２、食の安全にかかわる課題への対応 

  食科協として取り上げるべきものとして、継続して基本方針に示した各項

目について、情報収集及びそれに基づく提言の発信をする。 

（1）被災地から出荷される食品は放射能検査されるなど安全を確保されている

が、原産地を明確にすることで忌避されることが今でもある。このことを

理由に食品輸入規制を行っている国への情報を提供するなども、国内にお
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けるリスクコミュニケーションとともに検討する。 

（2）食品表示法に基づく新食品表示基準に基づく表示への転換は、原料原産地

表示などまだ定めのない項目が残されている。食品事業者の行う表示を支

援するために、その動向の情報を総会後の会員研修会において提供をする。

また、消費者への食品表示の新たな内容や情報の提供を検討している。 

国内食品製造業におけるHACCPシステム普及については、厚生労働省は、

12月に「食品の安全管理の国際標準化に関する検討会」の最終とりまとめを

公表したHACCPの義務化のための食品衛生法改正に関わる推移についての情

報を集めるとともに、講演会や勉強会の開催を検討しているところである。 

食科協としては、継続して食品表示基準及びHACCP導入へ注目し、各自治

体に協力するとともに、食品事業者のＨＡＣＣＰへの取り組みへの支援策を

検討することとしている。併せて、消費者に対しても、食品表示の実施及び

HACCPの導入に係る情報の提供を行うこととし、必要に応じ講演会や勉強会

の開催を検討する。 

（3）海外における食品安全動向において、今後大きな話題となることが昨年9

月に施行されたＦＳＭＡである。輸出関連事業者にとってその対応は重要

なものとなり、また関心が高いものである。今年度は米国による査察の情

報等の提供を検討している。 

ＦＳＭＡに関連して、国内の事業者がHACCPの認証だけでない価値観を求 

めて、ISO22000やFSSC22000等の国際的な認証を得ようとする動きがある。 

日本発のHACCPシステムの動きとともに注目すべきことである。 

（4）食中毒については、 

微生物による食中毒の病因物質はノロウイルス及びカンピロバクターが

主たるものである。食中毒が社会福祉法人施設等において発生し、厚生労働

省から注意が喚起されたノロウイルス及び腸管出血性大腸菌対策は、人命に

関わる事件が続いているので、さらに重点的に継続して注意を喚起する。 

自然毒等による食中毒においては、魚介類のアニサキス、キノコによる事

件が多く発生している。特にキノコについては異常気象との関連があるとし

て注意を喚起する必要がある。 

（5） 東京都築地中央卸売市場の豊洲移転について、食の安全と安心との関連 

で議論があり、適切な情報提供のもとに問題の早期解決が図られるように、

リスクコミュニケーション面から必要な情報発信を検討する。 

 

３、取り上げるべき事業 

食品の安全にかかわる諸問題について、情報の収集・整理を行い、状況に応

じて会員の勉強会・研修会を重ねることとするため、「ワークショップ」の開催

をし、「リスクコミュニケーション部会及び食の安全施策調査部会活動」のを通

じて食科協の活動をより活性化したい。 

 

４、 ワークショップの開催 
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（1）会員研修会の開催について 

    日 時 平成 29 年 6 月 6 日（火） 13 時総会 14 時会員研修会 

     会 場 森下文化センター 

     テーマ 最近の食品安全の動向について（仮） 

     講演Ⅰ 今後のＨＡＣＣＰへの対応について 

         講師 湯川剛一郎 東京海洋大教授 

     講演Ⅱ 最近の食品表示の動向と消費者の反応 

         講師 森田満樹  消費者生活コンサルタント 

 （2） 「食の安全ナビ検定クイズ検討会」に関わる勉強会を継続するととも

に、見直しをしたクイズについては早期に発信することとしている。 

 （3）勉強会・講演会の開催及び提言等の発信について 

    HACCP に関わる「食品の安全管理の国際標準化に関する検討会」の

最終とりまとめを受けた食品衛生法の改正に関わる動向について、注目

するとともに情報を提供するとともに、状況に併せ食科協としての意見

を提言することとしている。会員からの要望を常に意識してまいりたい。 

 

５、リスクコミュニケーション部会及び食の安全施策調査部会活動の活性化 

  食科協会員は創立当時のメンバーの退会が続く中で、勉強会、講演会等

の参加状況から食科協への期待があることも事実である。 

そこで、勉強会、講演会その他の活動をより魅力のあるものとし、賛同者

が増え活性化するよう、部会活動を通じて、さらに検討をする。特に「食の

安全ナビ検定クイズ」の見直しでは、部会が合同して、新食品表示法や

HACCP 導入に関して新たにクイズを追加するとともに食品衛生監視員や

食品事業者の方を中心にワークショップを検討する。 

 

６、関係団体等との連携について 

今年度も引き続き（一財）日本科学技術連盟様や食の安全と安心を科学する

会（SFSS）様及び台湾の学会等との連携を継続することとしている。 

 また、「食の安全ナビ検定クイズ検討会」の運営に関する関係機関等との

協議において連携による活動についての理解を得ているところである 

以上 
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第３号議案 

      役員改選について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４号議案 

      その他 

 

 


